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【災害対策特別委員会】 

○○活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提

出、衆法第20号）要旨 

本案は、最近における火山をめぐる状況に鑑み、活動火山対策の更なる強化

を図るため、避難確保計画の作成等に係る市町村長による援助等、登山者等に

関する情報の提供を容易にするための配慮等、情報通信技術の活用等を通じた

火山現象の発生時における円滑かつ迅速な避難のために必要な情報の迅速かつ

的確な伝達等、火山に関し専門的な知識又は技術を有する人材の育成及び継続

的な確保、火山調査研究推進本部の設置、火山防災の日等について定めるもの

で、その主な内容は次のとおりである。 

一 市町村長は、避難促進施設の所有者等に対し、避難確保計画の作成等に関

し必要な情報の提供、助言その他の援助をすることができること。 

二 地方公共団体は、登山者等が立入りの日、火山における移動経路等の情報

提供を容易に行うことができるよう必要な配慮を行うものとすること。 

三 情報の伝達等をするに当たっては、情報通信技術の活用等を通じて火山現

象の発生時における円滑かつ迅速な避難のために必要な情報が住民等に迅速

かつ的確に伝えられるようにすることを旨とすること。 

四 国及び地方公共団体は、相互の連携の下に、火山に関し専門的な知識又は

技術を有する人材の育成及び継続的な確保に努めなければならないこと。 

五 火山に関する観測、測量、調査及び研究の推進を図るため、文部科学省に

火山調査研究推進本部を設置し、その所掌事務、組織等について定めること。 

六 国民の間に広く活動火山対策についての関心と理解を深めるようにするた

め、８月26日を火山防災の日と定めること。 

七 政府は、火山に関する最新の科学的知見等を勘案し、活動火山対策の在り

方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする

こと。 

八 この法律は、令和６年４月１日から施行すること。 

 

○強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提出、衆法第

21号）要旨 

本案は、中長期的な見通しに基づき、国土強靱化に関する施策を引き続き計

画的かつ着実に推進するため、国土強靱化実施中期計画に関する規定及び国土
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強靱化推進会議に関する規定を設けるもので、その主な内容は次のとおりであ

る。 

一 国土強靱化実施中期計画 

１ 政府は、国土強靱化基本計画に基づく施策の実施に関する国土強靱化実

施中期計画を策定し、同計画に計画期間、実施すべき施策の内容及び目標

を定めるとともに、施策の進捗状況、財政状況等を踏まえ、推進が特に必

要となる施策の内容及びその事業の規模を定めるものとすること。 

２ 国土強靱化実施中期計画の作成及び実施に係る所要の措置を整備するこ

と。 

二 国土強靱化推進会議 

国土強靱化推進本部に国土強靱化推進会議を設置し、その組織等について

定めること。 

三 施行期日等 

１ この法律は、公布の日から施行すること。 

２ 政府は、速やかに、国土強靱化に関し実施すべき施策の実施状況の評価

の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基

づいて所要の措置を講ずるものとすること。 

 

＜＜委員会決議＞ 

○国土強靱化の推進に関する件 

南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等大規

模地震災害が切迫し、気候変動の影響により災害が激甚化、頻発化する中、我

が国に住む全ての人の命と暮らしを自然災害から守るため、平時から、大規模

自然災害への事前の備えを行うことが極めて重要である。 

政府は、国民の生命・財産・暮らしを守り抜くため、防災・減災、国土強靱

化の取組を継続的・安定的に進めていくことが必要であることを深く認識し、

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化

基本法の一部を改正する法律の施行に当たっては、特に次の事項の実現に万全

を期するべきである。 

一 令和５年５月に会計検査院が公表した「防災・減災、国土強靱化のための

３か年緊急対策に関する会計検査の結果について」を踏まえ、支出済額の把

握、閣議決定に沿った執行、未完了の工事の実施による効果の発現、合理的

でない不用に関する改善に真摯に取り組み、国民に対して十分な説明を行う



－ 172 － 

こと。 

二 国土強靱化実施中期計画の実施に当たっては、国土強靱化基本計画が他の

計画の基本となるアンブレラ計画であることを踏まえ、社会資本整備重点計

画等と整合性を持って取組を推進すること。 

三 近年、我が国では豪雨災害が激甚化・頻発化し、各地で甚大な被害が発生

しており、また、近い将来の発生の切迫性が指摘されている大規模地震では

甚大な被害がもたらされることが想定されていることを踏まえ、国土強靱化

に関する施策を大規模自然災害に係るものを集中的に行うことについて検討

すること。 

右決議する。 

 

 

  


